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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
融点が２５０～２６０℃の範囲にあり且つ主たる繰返し単位がエチレンテレフタレートか
らなる第１芳香族ポリエステルからなる、厚み０．１～０．２μｍの範囲の第１の層およ
び
　融点が２００～２４５℃の範囲にあり且つ主たる繰返し単位がエチレンテレフタレート
からなる第２芳香族ポリエステルからなる、厚み０．０９～０．２２μｍの範囲の第２の
層
とが交互に積層されて合計１０１層以上からなり、ここで第２芳香族ポリエステルの融点
は第１芳香族ポリエステルの融点よりも１５～６０℃低く且つ隣接する第１の層と第２の
層の組合せにおいて第２の層の厚みが第１の層の厚みの０．９～１．１倍の範囲にある組
合せが７０％以上ある、第１積層フィルム部分並びに
　第１積層フィルム部分における第１の層と第２の層の平均厚みの１．０５～１．６倍の
範囲にある、第１の層と第２の層の平均厚みを有し、その他の構成は第１積層フィルム部
分を特定する上記構成と同一である第２積層フィルム部分からなる、ことを特徴とする近
赤外線遮蔽フィルム。
【請求項２】
第１積層フィルム部分および第２積層フィルム部分の第１の層がいずれも２軸配向してお
りそして第２の層がいずれも実質的に無配向である請求項１に記載の近赤外線遮蔽フィル
ム。
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【請求項３】
波長８００～１，１００ｎｍの光の平均反射率が５０％以上である、請求項１記載の近赤
外線遮蔽フィルム。
【請求項４】
可視光線透過率が８０％以上、日射透過率が７５％以下、ヘーズが１．５％以下である、
請求項１記載の近赤外線遮蔽フィルム。
【請求項５】
建物または自動車の窓に積層して用いる請求項１～４のいずれかに記載の近赤外線遮蔽フ
ィルム。
【請求項６】
２枚のガラス板の間に、ポリビニルブチラールシートを介して請求項１に記載の近赤外線
遮蔽フィルムを挟持してなることを特徴とする合わせガラス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
　本発明は、近赤外線遮蔽フィルムに関する。さらに詳しくは、屈折率の低い層と屈折率
の高い層とを交互に積層してなり、層間の屈折率差および各層の厚みによって近赤外線波
長帯の光を選択的に反射しそして可視光線に対し実質的に透明な近赤外線遮蔽フィルムに
関する。
【背景技術】
　自動車や電車などの乗り物および建築物の窓に用いるガラスとして、熱線を遮蔽する機
能を有する合わせガラスが検討されており、一部は既に実用化されている。このような合
わせガラスは熱線の入射を防ぐので省エネルギーの観点から近年注目を集めている。
　この合わせガラスは、全光線のうち可視光線は透過し、熱線を選択的に反射または吸収
する。例えばこれを窓ガラスとして用いると、太陽光の強い時期には熱線の入射による室
内の温度上昇を抑え、他方太陽光が弱く暖房を使用する時期には室内から屋外への熱の逃
避を抑えることができる。そのため、この合わせガラスを用いることによってエネルギー
の利用効率を大幅に向上させることができ、省エネルギーに役立たせることができる。
　この合わせガラスは熱線遮蔽フィルムをガラスに積層することにより得ることができる
。特開平４－２９５８０４号公報には、光学的厚さが０．０９～０．４５μｍである、第
１ポリマー層と光学的厚さが０．０９μｍ以下又は０．４５μｍ以上である、第２ポリマ
ー層からなり、そして上記両層のポリマーの屈折率が少なくとも約０．０３異なる、反射
性ポリマー物質が開示されている。第１ポリマー層と第２ポリマー層の組合せとして、具
体的に、それぞれがポリカーボネートと、ポリフッ化ビニリデンとポリメチルメタクリレ
ートのブレンド物の組合せ、ポリスチレンと、エチレンと不飽和モノカルボン酸とのコポ
リマーの組合せ、ポリスチレンとポリメチルメタクリレートの組合せ、およびポリカーボ
ネートとポリメチルメタクリレートの組合せが開示されている。
　特開平４－３１３７０４号公報には、いずれの層も光学的厚さが０．０９～０．４５μ
ｍの範囲にある少なくとも３層からなる多種交互層からなり、そして第２の層のポリマー
の屈折率が第１の層のポリマーの屈折率と第３の層のポリマーの屈折率の中間にある、赤
外線を反射し、可視光線を透過する光学干渉フィルムが開示されている。３層の具体的組
合せとして、ポリスチレン（第１層）、スチレンとメチルメタクリレートのコポリマー（
第２層）およびポリメチルメタクリレート（第３層）の組合せが開示されている。また、
３層のうちの１層がポリエチレン－２，６－ナフタレートであってもよいことも開示され
ている。
　特開平５－１９３０４０号公報には、個々の層の実質的に大部分が０．０９μｍ以下又
は０．４５μｍ以上の光学的厚さを有し且つ少なくとも１つの層が０．４５μｍ以上の光
学的厚さを有する、第１ポリマー層と第２ポリマー層の交互層からなりそして両層のポリ
マーの屈折率の差が少なくとも０．１である、反射ポリマー物体が開示されている。両層
のポリマーの具体例として、ビスフェノールＡと４，４’－チオジフェノールとのコポリ
カーボネート、ポリメチルメタクリレートとポリフッ化ビニリデンとのブレンド物が開示
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されている。
　ＷＯ９５／１７０３号公開パンフレットには、結晶性ナフタレンジカルボン酸ポリエス
テルの層と、これよりも屈折率の低い他のポリマー層との相互層からなる多層フィルムが
開示されている。
　ＷＯ９７／０１７７８号公開パンフレットには、複数の層を含むポリマーフィルムと、
金属または金属化合物を含有する少なくとも１つの層を有する透明導電体からなる、赤外
線を反射しそして可視光線を透過する透明多層デバイスが開示されている。
　特開２００３－３２０６３２号公報には、いずれの層もエチレンテレフタレートを主た
る繰返し単位としてなるポリエステルからなり且つ厚みが０．０５～０．５μｍの範囲に
ある、第１層と第２層とが交互に１１層以上積層された二軸延伸多層フィルムが開示され
ている。
　特開２００４－７４７６４号公報には、いずれの層もエチレン－２，６－ナフタレンジ
カルボキシレートを主たる繰返し単位としてなるポリエステルからなり且つ厚みが０．０
５～０．５μｍの範囲にある、第１層と第２層とが交互に１１層以上積層された二軸延伸
多層フィルムが開示されている。
　しかしながら、上述の熱線遮蔽フィルムでは、層間の屈折率差を大きくするためには、
組成の大きく異なる樹脂を組み合わせる必要があり、そうすると各層の間の密着性が弱く
、層間剥離現象が発生しがちであった。この層間剥離現象が発生すると、ガラスに積層す
る工程において合わせガラスに端部のバリが発生したり、合わせガラスに、しわ、ギラツ
キが発生する原因となる。また、従来の技術では近赤外線領域を広帯域に亘って高度に遮
蔽することはできなかった。
【発明の開示】
　本発明の課題は、層間の密着性が高く、実質的に透明であり、近赤外線領域を幅広い領
域に亘って高度に遮蔽することができ、かつ電磁波障害が発生することのない近赤外線遮
蔽フィルムを提供することにある。
　本発明の他の目的は、本発明の近赤外線遮蔽フィルムを用いた合せガラスを提供するこ
とにある。
　本発明のさらに他の目的および利点は以下の説明から明らかになろう。
　本発明によれば、本発明の上記目的および利点は、第１に、
　融点が２５０～２６０℃の範囲にあり且つ主たる繰返し単位がエチレンテレフタレート
からなる第１芳香族ポリエステルからなる、厚み０．１～０．２μｍの範囲の第１の層お
よび
　融点が２００～２４５℃の範囲にあり且つ主たる繰返し単位がエチレンテレフタレート
からなる第２芳香族ポリエステルからなる、厚み０．０９～０．２２μｍの範囲の第２の
層とが交互に積層されて合計１０１層以上からなり、ここで第２芳香族ポリエステルの融
点は第１芳香族ポリエステルの融点よりも１５～６０℃低く且つ隣接する第１の層と第２
の層の組合せにおいて第２の層の厚みが第１の層の厚み０．９から１．１倍の範囲にある
組合せが７０％以上ある、第１積層フィルム部分並びに
　第１積層フィルム部分における第１の層と第２の層の平均厚みの１．０５～１．６倍の
範囲にある、第１の層と第２の層の平均厚みを有し、その他の構成は第１フィルム部分を
特定する上記構成と同一である第２積層フィルム部分からなる、ことを特徴とする近赤外
線遮蔽フィルムによって達成される。
　本発明によれば、本発明の上記目的および利点は、第２に、
　２枚のガラスの間に、ポリビニルブチラールシートを介して本発明の近赤外線遮蔽フィ
ルムを挟持してなることを特徴とする合せガラスによって達成される。
発明の好ましい実施形態
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、上記の如く、第１積層フィルム部分と第２積層フィ
ルム部分とを有する多層積層フィルムである。第１積層フィルム部分の第１積層フィルム
および第２積層フィルム部分の第２積層フィルムは、第２積層フィルムを構成する全層（
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第１の層と第２の層）の平均厚みが第１層積層フィルムを構成する全層（第１の層と第２
の層）の平均厚みの１．０５～１．６倍の範囲にあることを除いて、それぞれを特定する
構成要件は同じであると理解されるべきである。
　それ故、以下の説明は特にことわりのない限り、第１積層フィルム部分の第１積層フィ
ルムと第２積層フィルム部分の第２積層フィルムに共通する説明と理解されるべきである
。
　これらの積層フィルムは第１の層と第２の層が交互に積層されてなる。
第１の層
　本発明における積層フィルムの第１の層は、融点が２５０～２６０℃の第１芳香族ポリ
エステルからなる。第１芳香族ポリエステルの融点が２５０℃未満であると、第２の層の
第２芳香族ポリエステルの融点との差が小さくなり、結果として、得られる多層積層フィ
ルムに十分な屈折率差を付与することが困難になる。第１芳香族ポリエステルとしてポリ
エチレンテレフタレートを好ましく用いることができる。なお、ポリエチレンテレフタレ
ートは、共重合成分を含有しない場合の融点が通常２５６℃である。
　本発明において、第１芳香族ポリエステルは、主たる繰返し単位がエチレンテレフタレ
ート成分からなるポリエステルである。好ましくは、後述の第２芳香族ポリエステルより
も融点を高度に維持できることから、ホモポリエチレンテレフタレートまたは繰返し単位
の９５モル％以上がエチレンテレフタレート成分からなる共重合ポリエチレンテレフタレ
ートである。エチレンテレフタレート成分のモル数が繰返し単位の９５モル％未満である
と、融点が低下し、後述の第２芳香族ポリエステルとの融点差が得られがたく、結果とし
て、延伸積層フィルムに十分な屈折率差を付与しがたい。これらの中でも、融点を高度に
維持できることから、ホモポリエチレンテレフタレートが好ましい。ポリエステルが共重
合成分を含有する場合、共重合成分としては、例えばイソフタル酸、２，６－ナフタレン
ジカルボン酸、２，７－ナフタレンジカルボン酸のような他の芳香族カルボン酸；アジピ
ン酸、アゼライン酸、セバシン酸、デカンジカルボン酸等の如き脂肪族ジカルボン酸；シ
クロヘキサンジカルボン酸の如き脂環族ジカルボン酸といったジカルボン酸成分や、ブタ
ンジオール、ヘキサンジオールの如き脂肪族ジオール；シクロヘキサンジメタノールの如
き脂環族ジオールといったジオール成分を用いることができる。
　この第１の層の厚みは、層間の光干渉によって選択的に近赤外光を反射する効果を得る
ために０．１～０．２μｍであることが必要である。この範囲で層の厚みを設定すること
により、近赤外領域の光を選択的に反射し、遮蔽することができる。第１の層の厚みが０
．１μｍ未満であると、反射光は可視光線の領域となりフィルムが着色してしまい視認性
が低下する。０．２μｍを超えると層間の光干渉によって３次ピーク（主反射ピークの１
／３）が可視光域に生じるために着色してしまい透明性が損なわれる。
第２の層
　第２の層は、融点が２００～２４５℃の第２芳香族ポリエステルからなる。そして、第
２芳香族ポリエステルの融点は、第１芳香族ポリエステルの融点より１５～６０℃低い。
融点がこの範囲より高いと、第１芳香族ポリエステルとの融点差が小さくなり、結果とし
て、得られる延伸積層フィルムに十分な屈折率差を付与することが困難になる。また、第
２芳香族ポリエステルの融点をこの範囲より低くすると、必然的に第１芳香族ポリエステ
ルとは構造が大きく異なるポリエステルを用いることになり、第１の層と第２の層の間の
密着性が不足する。
　本発明において、第２芳香族ポリエステルは、主たる繰返し単位がエチレンテレフタレ
ート成分からなるポリエステルである。特に二軸延伸における製膜性の観点から、結晶性
ポリエステルであることが好ましい。また、前述の第１芳香族ポリエステルよりも融点を
低くできることから、繰返し単位の７５～９７モル％がエチレンテレフタレート成分から
なり、３～２５モル％がそれ以外の共重合成分からなる共重合ポリエチレンテレフタレー
トであることが好ましい。エチレンテレフタレート成分のモル数が繰返し単位の７５モル
％未満であるか共重合成分のモル数が２５モル％を超えると、実質的にポリマーが非晶性
を示し、二軸延伸での製膜性が低下し、さらに、第１芳香族ポリエステルとはポリマーの
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構造が大きく異なり、層間の密着性が低下しやすい。他方、エチレンテレフタレート成分
のモル数が繰返し単位の９７モル％を超えるか共重合成分のモル数が３モル％未満だと、
前述の第１芳香族ポリエステルとの融点差が小さくなり、結果として、延伸積層フィルム
に十分な反射率を付与することが困難となる。
　共重合成分としては、例えばイソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、２，７
－ナフタレンジカルボン酸の如き芳香族カルボン酸；アジピン酸、アゼライン酸、セバシ
ン酸、デカンジカルボン酸の如き脂肪族ジカルボン酸；シクロヘキサンジカルボン酸の如
き脂環族ジカルボン酸といったジカルボン酸成分や、ブタンジオール、ヘキサンジオール
の如き脂肪族ジオール；シクロヘキサンジメタノールの如き脂環族ジオールといったジオ
ール成分を挙げることができる。これらの中でも、比較的、延伸性を維持しながら融点を
低下させやすいことから、２，６－ナフタレンジカルボン酸またはイソフタル酸が好まし
い。
　この第２の層の厚みは、層間の光干渉によって選択的に近赤外光を反射する効果を得る
ために０．０９～０．２２μｍ、好ましくは０．１～０．２μｍ、であることが必要であ
る。この範囲で層の厚みを設定することにより、近赤外領域の光を選択的に反射し、遮蔽
することができる。第１の層の厚みが０．０９μｍ未満であると、反射光は可視光線の領
域となりフィルムが着色してしまい視認性が低下する。０．２２μｍを超えると層間の光
干渉によって３次ピークが可視光域に生じるために着色してしまい透明性が損なわれる。
　そして、第２の層の厚みは、第１の層の厚みの０．９～１．１倍の範囲であることが必
要である。これは、第１の層の厚み１に対して、これに隣接する第２の層の厚みが０．９
～１．１の範囲であることを意味する。この関係は積層フィルムの層の大部分について成
立していればよく、積層フィルムの総層数の、例えば７０％以上、好ましくは８０％以上
、さらに好ましくは９０％以上、特に好ましくは９５％以上について成立していればよい
。
　ラドフォードらの「Ｒｅｆｌｅｃｔｉｖｉｔｙ　ｏｆ　Ｉｒｉｄｅｓｃｅｎｔ　Ｃｏｅ
ｘｔｒｕｄｅｄ　Ｍｕｌｔｉｌａｙｅｒｅｄ　Ｐｌａｓｔｉｃ　Ｆｉｌｍｓ」やＰｏｌｙ
ｍｅｒ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　ａｎｄ　Ｓｃｉｅｎｃｅ、Ｖｏｌ．１３、Ｎｏ．３、
１９７３年５月号にあるように、四分の一波長による多層干渉フィルムにおける１つの問
題は、高次反射を除くための適切な補正がなければ、可視色を示すことである。多層干渉
フィルムにおいては、主反射ピークのＡ層の光学厚みに対するＢ層の光学厚みの比が１．
０の場合には、高次のピークのうち、２次（主反射ピークの１／２波長）、４次（主反射
ピークの１／４波長）は、除去することができる。したがって、本発明の赤外線遮蔽フィ
ルムでは、積層フィルムの層の屈折率を考慮した上で、隣接する第１の層の厚みに対する
第２の層の厚みを厚み比で０．９～１．１の範囲に収めることが必要である。厚み比が０
．９より小さくなるか１．１より大きくなると反射ピークの１／２波長に相当する２次ピ
ークが可視光域に生じるために着色してしまい透明性が損なわれる。
積層フィルム
　本発明における積層フィルムは、上述の第１の層と第２の層を交互に合計１０１層以上
含んでなる。総層数の上限は、例えば１００１層、１０００１層といった層数であっても
よいが、積層数の上限は、生産性の観点から高々５０１層であることが好ましい。すなわ
ち、多層積層フィルムの総層数は１０１層以上、好ましくは１０１～５０１層である。１
０１層未満であると、多重干渉による選択反射が小さく十分な反射率が得られない。
　この積層フィルムは、十分な機械的強度を付与するために二軸延伸されていることが好
ましい。
　本発明における積層フィルムは、特定の波長帯の光を効率的に選択的に反射する観点か
ら、各層の厚み分布が均一であることが好ましい。このためには、第１の層を構成する各
層を構成する単一層の厚みが均一であり、同時に第２の層を構成する各層の厚みが均一で
あるのが好ましい。第１の層を構成する単一層と第２の層を構成する単一層の厚みは異な
っていてもよい。
　本発明における積層フィルムは、下記式で示される厚み変動幅が、好ましくは１０％未



(6) JP 4310312 B2 2009.8.5

10

20

30

40

50

満、さらに好ましくは５％未満、特に好ましくは、３％未満である。フィルム厚み変動幅
が１０％を超えると反射する近赤外光の波長が変化してしまい性能が安定しない。
　　厚みの変動率＝（（Ｔｍａｘ－Ｔｍｉｎ）／Ｔａｖｅ）ｘ１００
　上記式中、Ｔａｖｅは平均厚み、Ｔｍａｘは最大厚み、Ｔｍｉｎは最小厚みである。
近赤外線遮蔽フィルム
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは上述の積層フィルムを少なくとも２枚、好ましくは３
枚以上、さらに好ましくは４枚以上積層した多層積層フィルムからなる近赤外線遮蔽フィ
ルムである。
　本発明の赤外線遮蔽フィルムは、広い帯域の近赤外線を遮蔽するために、一つの積層フ
ィルムの第１の層と第２の層の平均厚みが他の積層フィルムの第１の層と第２の層の平均
厚みの１．０５～１．６倍であることが必要である。１．０５倍未満であると近赤外領域
での反射ピークの隙間の狭く、広い帯域の近赤外線を遮蔽するためには非常に多くの多層
積層フィルムを貼り合わせて用いる必要があり、数枚から十数枚程度の積層フィルムを貼
り合わせるにとどまる場合に、十分な近赤外線遮蔽性を得ることができない。１．６を超
えると可視光にピークが生じ着色が生じることになる。
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、少なくとも２枚の積層フィルムを積層したものであ
り、この積層は、例えば（ｉ）接着剤の層を一つの積層フィルムのうえに設けて他の積層
フィルムと貼り合わせる方法、（ｉｉ）ヒートシール層を積層フィルムの最外層上に設け
て他の積層フィルムと熱により貼り合せる方法および（ｉｉｉ）溶触成形した積層フィル
ム２枚を未だ溶触時に貼り合せる方法等により行うことができる。積層フィルムを３枚以
上積層して本発明の近赤外線遮蔽フィルムとする場合、例えば３枚積層する場合について
説明すると、これを構成する積層フィルムを第１の積層フィルム、第２の積層フィルム、
第３の積層フィルムとして、第１の積層フィルムの第１の層と第２の層の平均厚みが第２
の積層フィルムの第１の層と第２の層の平均厚みの１．０５～１．６倍であるとともに、
第２の積層フィルムの第１の層と第２の層の平均厚みが第３の積層フィルムの第１の層と
第２の層の平均厚みの１．０５～１．６倍であることが好ましい。第２の積層フィルムと
第３の積層フィルムは相互に入れ替わっていてもよい。
　粘着剤としては、コストや、保護フィルムを剥がす必要がある場合を考慮すると、アク
リル系あるいはシリコーン系の粘着剤が好ましく、アクリル系粘着剤が特に好ましい。粘
着剤には、添加剤として、例えば安定剤、紫外線吸収剤、難燃剤、帯電防止剤等を含有さ
せてもよい。特に紫外線による劣化を抑制するためにも、紫外線吸収剤の添加は有効であ
る。粘着剤層の厚みは１０～１５μｍが好ましい。
近赤外線遮断フィルムの物性
反射率曲線
　本発明の赤外線遮蔽フィルムは、例えば建物窓や自動車窓用の熱線反射フィルム、プラ
ズマディスプレイ用近赤外線遮蔽フィルムとして好適に使用するために、波長８００～１
１００ｎｍの光の平均反射率が好ましくは５０％以上、さらに好ましくは６０％以上であ
る。
可視光線透過率
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、建物窓や自動車窓に使用して高い視認性と高度の透
明性を得るために、好ましくはＪＩＳ－Ｒ３１０６に規定される可視光線透過率が８０％
以上、さらに好ましくは、８５％以上である。
日照透過率
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、建物窓や自動車窓に使用して高度な近赤外線遮蔽性
を得るために、好ましくはＪＩＳ－Ｒ３１０６に規定される太陽光の日射透過率が７５％
以下さらに好ましくは、７０％以下である。
ヘーズ
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、良好な視認性を得るために、ヘーズが好ましくは１
．５％以下、さらに好ましくは１．０％以下、特に好ましくは０．５％以下である。
熱収縮率
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　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、ガラスに貼り付けた後にガラスとフィルム間での剥
がれやクラックが生じることを防ぐ観点から、フィルムの製膜方向と幅方向の１５０℃、
３０分処理での収縮率がともに２％以下であることが好ましく、フィルムの変形によりガ
ラス貼り合せ後にしわが発生することを防ぐ観点から、フィルムの製膜方向と幅方向の１
５０℃、３０分処理での収縮率差が０．５％以下であることが好ましい。
ＤＳＣピーク
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、層間の高い密着性を得るとともに、二軸延伸加工の
製膜性を確保する観点から、第１の層、第２の層ともに結晶性を有するポリエステルであ
り、かつ第２の層のポリエステルは、延伸および熱処理後に、少なくとも部分的に配向が
解消されていることが好ましい。本発明では、第１の層は延伸により配向させることで面
内の屈折率を高くしたまま、第２の層のみを少なくとも部分的に結晶化を解消することで
配向を緩和することで、面内の屈折率を低下させ、層間の屈折率差を発現させることがで
きる。
　このような近赤外線遮蔽フィルムは、ＤＳＣ（示差走査熱量計、昇温速度２０℃／ｍｉ
ｎ）で測定される融点が通常２つ以上存在し、かつそれらの融点が１５℃以上異なること
になる。ここで、測定される融点は、高融点側が高屈折率を示す第１の層であり、低融点
側は、低屈折率を示す第２の層に対応する。
　延伸および熱処理後の第２の層は、少なくとも部分的に結晶化を解消すべく溶融されて
いるために、ＤＳＣで測定される結晶化ピークが好ましくは１００℃～１９０℃の範囲に
存在することになる。結晶化ピークが１００℃以下であると、フィルムの延伸時に一方の
層が急激に結晶化し、製膜時の製膜性が低下しやすく、かつ、膜質の均質性が低下しやす
く、結果として、色相の斑などが発生することがあり好ましくない。結晶化ピークが１９
０℃以上であると、熱固定処理で第２の層を融解するときに、結晶化が同時に起こり、十
分な屈折率差を発現させ難くなり好ましくない。
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、ともに結晶性を示す第１の層のポリエステルと第２
の層のポリエステルを延伸することによって、均質な膜質のフィルムが得られ、かつ延伸
工程の後に第２の層のポリエステルを融解することで、層間密着性を向上させることと同
時に反射性能を向上させることができる。
　従って、本発明の近赤外線遮蔽フィルムでは、ＤＳＣによる結晶ピークが１００℃～１
９０℃に存在し、融点差が１５℃以上異なる２つ以上の融解ピークが観測される二軸延伸
近赤外線遮蔽フィルムであることが好ましい。
破断強度
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、延伸処理された方向の破断強度が、好ましくはそれ
ぞれ５０ＭＰａ以上、さらに好ましくは８０ＭＰａ以上、特に好ましくは１００ＭＰａ以
上である。破断強度が５０ＭＰａ未満であると多層積層フィルムの加工時における取り扱
い性が低下したり、製品にしたときの耐久性が低下したりして好ましくなく、破断強度が
５０ＭＰａ以上であるとフィルムの腰が強くなり巻取り性が向上するという利点もある。
延伸処理された２つの方向すなわち縦方向と横方向の強度比は、十分な耐引裂き性を付与
する観点から、好ましくは３以下、さらに好ましくは２以下である。破断強度の上限は、
特に限定はされないが、延伸工程の安定性を維持する観点から、通常は高々５００ＭＰａ
である。
滑剤
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、高い透明性を維持する観点から、フィルム中には不
活性粒子を含まないことが好ましい。しかし、製造工程での微小なキズ防止や、フィルム
の巻取り性を向上させるため不活性微粒子を含有させることも許容される。この場合、第
１の層、第２の層のいずれかに含有させてもよく、両方に含有させてもよい。不活性微粒
子は、例えば平均粒径０．０１μｍ～２μｍ、さらには０．０５～１μｍ、特に０．１～
０．３μｍのものを用いるとよい。積層フィルムの重量を基準として、例えば０．００１
重量％～０．０１重量％配合することができる。
　不活性粒子を配合する場合、不活性粒子の平均粒径が下限よりも小さいか、含有量が下
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限よりも少ないと、多層積層フィルムの巻取り性を向上させる効果が不十分になりやすく
、他方、不活性粒子の含有量が上限を超えるか、平均粒径が上限を超えると、粒子による
多層積層フィルムの光学特性の悪化が顕著になる。
　不活性粒子としては、例えばシリカ、アルミナ、炭酸カルシウム、燐酸カルシウム、カ
オリン、タルクのような無機不活性粒子、シリコーン、架橋ポリスチレン、スチレン－ジ
ビニルベンゼン共重合体のような有機不活性粒子を挙げることができる。
　これらの不活性粒子は、その長径と短径の比が１．２以下、さらには１．１以下である
球状粒子（以下、真球状粒子ということがある）であることが、フィルムの滑り性と光学
特性をできるかぎり維持するために好ましい。また、これらの不活性粒子は、粒度分布が
シャープであることが好ましく、例えば相対標準偏差が０．３未満、さらには０．２未満
のものが好ましい。相対標準偏差が大きい粒子を使用すると、粗大粒子の頻度が多くなり
、光学的な欠陥を生ずる場合がある。ここで、不活性粒子の平均粒径、粒径比及び相対標
準偏差は、まず粒子表面に導電性付与のための金属を極く薄くスパッターし、電子顕微鏡
にて、１万～３万倍に拡大した像から、長径、短径および面積円相当径を求め、次いでこ
れらを次式に当てはめることで算出される。
　　平均粒径＝測定粒子の面積円相当径の総和／測定粒子数
　　粒径比＝粒子の平均長径／該粒子の平均短径
製造方法
　本発明における積層フィルムは、第１の層と第２の層は面内において十分な屈折率の差
を有する。本発明ではこの屈折率の差は、層を構成するポリマーの配向の程度の相違に起
因する差であり、これは樹脂自体の屈折率の差とは異なる。
　本発明では、樹脂自体の屈折率の差に頼らずに、配向の程度の差により、層の間に屈折
率の差を発生させ、近赤外線遮断性を付与している。積層フィルムを構成する第１の層と
第２の層に十分な屈折率差を付与するには、例えば、未延伸状態の積層フィルムを延伸し
その後第２の層の融点に近い温度で熱処理を行えばよい。この熱処理は延伸により配向結
晶化している融点の低いほうのポリエステルを非晶の状態に戻すために行なう。この温度
については後に説明する。
　つぎに、本発明における積層フィルムは、例えば次の方法で製造することができる。
　本発明における積層フィルムは、第１の層のポリエステルと第２の層のポリエステルを
それぞれ溶融し、溶融状態のポリエステルを交互に少なくとも１０１層重ね合わせて押出
し、多層未延伸フィルムとする。この多層未延伸フィルムを、製膜方向とそれに直交する
幅方向の二軸方向（フィルム面に沿った方向）に延伸する。延伸温度は、第１の層のポリ
エステルのガラス転移点の温度（Ｔｇ）～Ｔｇ＋５０℃の範囲が好ましい。延伸の面積倍
率は５～５０倍であることが好ましい。延伸倍率が大きい程、第１の層および第２の層の
個々の層における面方向のバラツキがすくなくなり、多層延伸フィルムの光干渉が面方向
に均一になるので、面積倍率は大きいほどよい。延伸は、逐次二軸延伸、同時二軸延伸の
いずれも適用することができ、組み合わせて用いてもよい。
　次に、この多層延伸フィルムを、第２の層のポリエステルの融点よりも１０℃低い温度
から、第１の層のポリエステルの融点よりも１５℃低い温度の範囲で熱処理する。この熱
処理により、第２の層におけるポリエステル分子鎖の配向を緩和させ、第２の層の屈折率
を低下させ、第１の層と第２の層の屈折率を異なるものとすることができる。熱処理の温
度が、第２の層のポリエステルの融点よりも１０℃を超えて低いと、第２の層内の分子鎖
の配向を緩和させて屈折率を低下させる効果が不十分となり、得られる多層延伸フィルム
に十分な屈折率差を付与できないことから好ましくない。他方、熱処理の温度が、第１の
層のポリエステルの融点よりも１０℃以上低い温度でないと、第１の層内の分子鎖の配向
も緩和されて屈折率が低下し、得られる多層延伸フィルムに十分な屈折率差を付与できな
いので好ましくない。
　好ましい熱処理の温度は、第２の層のポリエステルの融点よりも６℃低い温度から、第
１の層のポリエステルの融点よりも１６℃低い温度、さらには第２の層のポリエステルの
融点よりも２℃低い温度から、第１の層のポリエステルの融点よりも１８℃低い温度であ
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る。なお、熱処理の時間は、１～６０秒が好ましい。
　この熱処理の温度や時間を変化させることにより、第１の層と第２の層に相互に類似す
る性質のポリエステルを用いて層の密着性を確保しながら、第１の層と第２の層の屈折率
の差を十分に大きく調整することができる。
　上記の如くして得られた積層フィルム同志を、例えば前記した（ｉ）および（ｉｉ）の
方法により積層して本発明の近赤外線遮蔽フィルムとすることができる。なお、上記（ｉ
ｉｉ）の方法による場合には、得られた積層フィルムについて上記延伸を施すことにより
本発明の近赤外線遮蔽フィルムが得られる。
合わせガラス
　本発明の合わせガラスは、２枚目のガラス板の間にポリビニルブチラール樹脂層を有す
る、それ自体公知の合せガラスを製造する要領で、２枚のガラス板の間に、ポリビニルブ
チラールシートを介して本発明の近赤外線遮蔽フィルムを挟持することにより製造するこ
とができる。
【実施例】
　以下、実施例をもって本発明をさらに詳細に説明する。なお、実施例中の物性や特性は
下記の方法によって測定または評価した。
（１）ポリエステルの融点およびガラス転移点（Ｔｇ）
　ポリエステルの試料を１０ｍｇサンプリングし、ＤＳＣ（ＴＡインスツルメンツ社製、
商品名：ＤＳＣ２９２０）を用い、２０℃／ｍｉｎ．の昇温速度で融点を測定した。
（２）各層の厚み
　フィルムの試料を三角形に切り出し、包埋カプセルに固定後、エポキシ樹脂にて包埋し
た。そして、包埋されたサンプルをミクロトーム（ＵＬＴＲＡＣＵＴＳ、製造元：ライヘ
ルト社）で製膜方向と厚み方向に沿って切断し、厚さ５０ｎｍの薄膜切片にした。得られ
た薄膜切片を、透過型電子顕微鏡（製造元：日本電子（株）、商品名：ＪＥＭ２０１０）
を用いて、加速電圧１００ｋＶにて観察および撮影し、写真から各層の厚みを測定した。
（３）フィルムのＤＳＣによる融点、結晶化ピークの測定
　フィルムの試料１０ｍｇを、ＴＡインスツルメンツ製ＤＳＣ（ＴＡインスツルメンツ社
製、商品名：ＤＳＣ２９２０）にて、２０℃／ｍｉｎ．の昇温速度で、結晶化温度および
融点を測定した。
（４）反射率、反射波長
　分光光度計（島津製作所製、ＭＰＣ－３１００）を用い、各波長でのアルミ蒸着したミ
ラーとの相対鏡面反射率を波長７００ｎｍから１，３００ｎｍの範囲で測定した。測定さ
れた反射率の中で最大のものを、最大反射率としその波長を反射波長とした。
（５）可視光線透過率、日射透過率
　分光光度計（島津製作所製、ＭＰＣ－３１００）を用い、各波長での硫酸バリウム積分
球に対する相対分光透過率を波長３００ｎｍから２，１００ｎｍの範囲で測定した。得ら
れた透過率曲線から、ＪＩＳ　Ｒ　３１０６：１９９８に準じて、可視光透過率および日
射透過率を算出した。
（６）平均反射率
　分光光度計（島津製作所製、ＭＰＣ－３１００）を用い、各波長でのアルミ蒸着したミ
ラーとの相対鏡面反射率を波長８００ｎｍから１，１００ｎｍの範囲で測定した。測定さ
れた反射率曲線から波長８００ｎｍ～１，１００ｎｍの光の平均反射率を算出した。
（７）全光線透過率及びヘーズ
　　ＪＩＳ　Ｋ　７３６１－１：１９９７に準じて、ヘーズ測定機（日本電色工業（株）
製、ＮＤＨ－２０）を使用して全光線透過率Ｔｔ（％）と散乱光透過率Ｔｄ（％）とを測
定し、下記式からヘーズ（％）を算出した。
　　　ヘーズ（％）＝（Ｔｄ／Ｔｔ）×１００
（８）破断強度
　製膜方向の破断強度は、フィルムを試料幅（幅方向）１０ｍｍ、長さ（製膜方向）１５
０ｍｍに切り出した試料を、チャック間１００ｍｍ、引っ張り速度１００ｍｍ／ｍｉｎで
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、チャート速度５００ｍ／ｍｉｎの条件でインストロンタイプの万能引っ張り試験装置に
てサンプルを引っ張り、得られた荷重－伸び曲線から破断強度を測定した。
　また、幅方向の破断強度は、フィルムを試料幅（製膜方向）１０ｍｍ、長さ（幅方向）
１５０ｍｍに切り出した試料を用いた以外は、製膜方向の破断強度の測定と同様に測定し
た。
（９）熱収縮率、熱収縮率差
　１５０℃で３０分間処理したときの熱収縮率は、１５０℃に温度設定されたオーブンの
中に無緊張状態で３０分間フィルム試料を保持し、加熱処理前後での寸法変化を熱収縮率
として下記式により算出した。
　　熱収縮率％＝（（Ｌ０－Ｌ）／Ｌ０）×１００
　　　Ｌ０：熱処理前の標点間距離
　　　Ｌ　：熱処理後の漂点間距離
　なお、熱収縮率差は、製膜方向の熱収縮率から幅方向の熱収縮率を除した値である。
（１０）厚み変動率
　製膜方向および幅方向にそれぞれ１ｍ×１ｍとなるように切り出したフィルムの試料を
、縦方向および幅方向に沿ってそれぞれ２ｃｍ幅で２５本に切り出し、各資料の厚みを電
子マイクロメータおよびレコーダー（Ｋ－３１２Ａ，Ｋ３１０Ｂ、安立電気（株）製）を
使用して連続的に測定した。全測定値から平均厚みを算出し、さらに測定値を２００ｍｍ
ごとに細分化し、その中での最大値と最小値を読み取り、下記式により平均厚みに対する
厚み変動率を算出した。
　　厚みの変動率＝（（Ｔｍａｘ－Ｔｍｉｎ）／Ｔａｖｅ）ｘ１００
　ここで、上記式中のＴｍａｘは厚みの最大値、Ｔｍｉｎは厚みの最小値である。
（１１）色相ずれ
　標準光Ｃに対する供試フィルムの透過スペクトルからＪＩＳ規格Ｚ８７２９に準じてＬ
＊ａ＊ｂ＊表色系におけるＬ＊、ａ＊およびｂ＊を求め、下記式より求められるａｂクロ
マ（Ｃ＊ａｂ）を算出した。
　　Ｃ＊ａｂ＝（（ａ＊）２＋（ｂ＊）２）１／２

　得られたＣ＊ａｂより、以下の基準で無彩色との彩度のずれを評価した。
　　◎：Ｃ＊ａｂが１０未満
　　○：Ｃ＊ａｂが１０以上２０未満
　　×：Ｃ＊ａｂが２０以上
（１２）層間の密着性
　フィルムの試料（２００ｍｍｘ２００ｍｍ）上にクロスカット試験機にてカッターの仰
角３０度、加重２００ｇにて５ｍｍ角の碁盤目（２５マス）に切り込みを入れ、サンプル
フィルムを固定し、クロスカット状の切り込み上に８０ｍｍの布テープを貼り付け、９０
度の剥離角度ではがした後、２５マス中で層間剥離の生じた箇所を算出し、計３回の平均
値を算出した。
（１３）合わせガラスの外観評価
　実施例および比較例で得られた５００ｍｍｘ４００ｍの合わせガラスにおいて、目視に
て次のとおり外観評価を実施した。
　３０Ｗ蛍光灯光源のもと、サンプルガラス中にそれぞれの項目（しわ、ギラツキ、エア
、バリ）が観察されるものを「有り」、観察されないものを「無し」とした。
　　参考例１
　第１の層のポリエステルとして固有粘度（オルトクロロフェノール、３５℃）０．６２
のポリエチレンテレフタレート（融点２５８℃）を準備し、第２の層のポリエステルとし
てイソフタル酸を１２ｍｏｌ％共重合した固有粘度（オルトクロロフェノール、３５℃）
０．６５の共重合ポリエチレンテレフタレート（融点２２３℃）を準備した。
　第１の層のポリエステルおよび第２の層のポリエステルのそれぞれを、１７０℃で３時
間乾燥し、押出し機に供給し、２８０℃まで加熱して溶融状態とした。そして、第１の層
のポリエステルを１０１層、第２の層のポリエステルを１００層に分岐させ、多層フィー
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ドブロック装置を使用して第１の層と第２の層を交互に積層させ、積層状態を保持したま
まダイへと導き、キャスティングドラム上にキャストして、第１の層と第２の層の厚みの
比が０．９５：１．００であり、第１の層と第２の層が交互に積層され、総層数２０１層
の未延伸積層フィルムを作成した。このとき第１の層のポリエステルと第２の層のポリエ
ステルの押出し量を０．９５：１．００に調整するとともに、両表層が第１の層になるよ
うに積層した。この未延伸フィルムを９０℃の温度で製膜方向に３．６倍に延伸し、その
後９５℃の温度でフィルムを幅方向に３．９倍に延伸し、２３０℃で３秒間熱固定処理を
行い、積層フィルムとした。
　この積層フィルムの厚みは、２６．０μｍであり、第１の層と第２の層の平均厚みはそ
れぞれ１２５ｎｍ、１３２ｎｍであった。多層積層フィルムの製造条件を表１に、特性を
表２に示した。
　参考例２～４
　積層フィルムの厚みをそれぞれ２７．５μｍ、２９．０μｍ、３０．５μｍとする他は
参考例１と同様にして積層フィルムを製造した。この積層フィルムの第１の層と第２の層
の平均厚みは表２に示すとおりである。多層積層フィルムの製造条件を表１に、特性を表
２に示した。
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　　［実施例１］
　参考例１で得た積層フィルムの片面に粘着層（組成は表４に示す。）を形成するための
粘着剤をロールコート法でドライ厚みが１５μｍとなるように塗工し、粘着層付き近赤外
線遮蔽フィルムを得た。得られた粘着層付き近赤外線遮蔽フィルムの粘着層の面には、厚
み５０μｍの表面にシリコーン処理を施したポリエチレンテレフタレートフィルムをセパ
レータフィルム（剥離フィルム）として貼り合わせた。得られた粘着層付き近赤外線遮蔽
フィルムと参考例３で得た積層フィルムを粘着剤層を介して貼り合わせ、近赤外線遮蔽フ
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ィルムを得た。得られた近赤外線遮蔽フィルムの物性を表３に示す。

　　［実施例２］
　参考例１～４で得られた多層積層フィルムをそれぞれ１枚ずつ４枚のフィルムを実施例
１と同様にアクリル系粘着剤で貼り合せ、近赤外線遮蔽フィルムを得た。得られた近赤外
線遮蔽フィルムの物性を表３に示す。
　　［実施例３］
　実施例２で得られた近赤外線遮蔽フィルムを、ラミネート装置により厚さ０．３８ｍｍ
のポリビニルブチラールシート（ＰＶＢ、積水化学（株）製、エスレックフィルム（商品
名））２枚の間に挟み、さらに厚さ２ｍｍ、５００ｍｍ（曲率１５０Ｒ）×４００ｍｍ（
曲率１５００Ｒ）のガラス板２枚で挟み、その後、加熱加圧炉に入れ、１３０℃、１３ａ
ｔｍで３０分間処理後、圧は維持したまま温度だけ４０℃まで低下させた後、常圧に戻し
、加熱加圧炉から取り出し、ガラス板の周囲にはみでているフィルムを切り放し、合わせ
ガラスを得た。得られた合わせガラスの外観評価（皺の有無、エアーの抱き込み、ギラツ
キ、バリ）を行ったところ、いずれについても欠点がなく、極めて良好な外観をもつ物が
得られた。
　　参考例５
　固有粘度（オルトクロロフェノール、３５℃）０．６２のポリエチレンテレフタレート
（ＰＥＴ）を第１の層用ポリエステルとし、第２の層用ポリエステルとしてイソフタル酸
を１２ｍｏｌ％共重合した固有粘度（オルトクロロフェノール、３５℃）０．６５の共重
合ポリエチレンテレフタレートを準備し、さらに最外層のヒートシール層用ポリエステル
としてイソフタル酸を１２ｍｏｌ％共重合した固有粘度（オルトクロロフェノール、３５
℃）０．６５の共重合ポリエチレンテレフタレートを準備した。そして、第１の層用ポリ
エステルおよび第２の層用ポリエステルを、それぞれ１７０℃で３時間乾燥、ヒートシー
ル層用ポリエステルを１５０℃で３時間乾燥後、押出し機に供給し、２８０℃まで加熱し
て溶融状態とし、第１の層用ポリエステルを１０１層、第２の層用ポリエステルを１００
層に分岐させた後、第１の層と第２の層が交互に積層するような多層フィードブロック装
置を使用して、その積層状態を保持したまま、さらにその両側にヒートシール層用ポリエ
ステルを積層して、ダイへと導き、キャスティングドラム上にキャストして第１の層と第
２の層の各層の厚みが０．９５：１．００になるように第１の層と第２の層を交互に積層
した２０１層の積層体のさらにその最表層に厚みが２０１層の積層体のそれぞれ１５％の
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厚み比になるように積層した総数２０３層の未延伸多層積層フィルムを作成した。このと
き第１の層と第２の層の押出し量が０．９５：１．００になるように調整し、ヒートシー
ル層の押出量は、第１の層と第２の層の押出量の総量の３０％になるように調整した。こ
こで、両端層は、ヒートシール層になるように積層している。この多層未延伸フィルムを
９０℃の温度で製膜方向に３．６倍延伸し、９５℃の温度でフィルムを幅方向に３．９倍
に延伸し、２３０℃で３秒間熱固定処理を行った。
　得られた二軸延伸近赤外線遮蔽フィルムの物性を表６に示す。
　　参考例６～８
　製造条件を表５に示すように変更する以外は、参考例５と同様な操作を繰り返した。
　得られた二軸延伸近赤外線遮蔽フィルムの物性を表６に示す。
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　　［実施例４］
参考例５～８で得られた二軸延伸近赤外線遮蔽フィルムを加熱ラミネート装置（フジプラ
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（株）製ラミパッカーＬＰＤ２８０）を用いて、ロール温度１７０℃で、貼り合せ、二軸
延伸近赤外線遮蔽フィルム積層体を得た。得られた二軸延伸近赤外線遮蔽フィルムの物性
を表７に示す。
　　［実施例５］
　固有粘度（オルトクロロフェノール、３５℃）０．６２のポリエチレンテレフタレート
（ＰＥＴ）を第１の層用ポリエステルとし、第２の層用ポリエステルとしてイソフタル酸
を１２ｍｏｌ％共重合した固有粘度（オルトクロロフェノール、３５℃）０．６５の共重
合ポリエチレンテレフタレートを準備した。そして、第１の層用ポリエステルおよび第２
の層用ポリエステルを、それぞれ１７０℃で３時間乾燥後、押出し機に供給し、２８０℃
まで加熱して溶融状態とし、第１の層用ポリエステルを１０１層、第２の層用ポリエステ
ルを１００層に分岐させた後、第１の層と第２の層が交互に積層するような多層フィード
ブロック装置を使用して、２０１層の積層体とし、さらに、特開平４－２７８３２４に示
すような境界面形成装置を用いて、この積層体を積層面方向と垂直な方向に、１．００：
１．０６：１．１２：１．１７の面積比で４分割し、積層面と平行方向に積層し、層数８
０１層の積層体とし、その積層状態を保持したまま、ダイへと導き、キャスティングドラ
ム上にキャストして各層の厚みが０．９５：１．００になるように第１の層と第２の層が
交互に積層された総数２０１層の未延伸多層積層フィルムを作成した。このとき第１の層
と第２の層の押出し量が０．９５：１．００になるように調整し、かつ、両端層が第１の
層になるように積層した。
　この多層未延伸フィルムを９０℃の温度で製膜方向に３．６倍延伸し、９５℃の温度で
フィルムを幅方向に３．９倍に延伸し、２３０℃で３秒間熱固定処理を行った。
　得られた二軸延伸近赤外線遮蔽フィルムの物性を表７に示す。

　　［実施例６および７］
　実施例４および５で得られた近赤外線遮蔽フィルムを、実施例３を同様にして、合わせ
ガラスを得た。得られた合わせガラスの外観評価（皺の有無、エアーの抱きこみ、ギラツ
キ、バリ）を行ったところ、いずれについても欠点がなく、極めて良好な外観をもつ物が
得られた。
　以上のとおり、本発明によれば、層間の密着性が高く、実質的に透明であり、近赤外線
領域を幅広い領域に亘って高度に遮蔽することができ、かつ電磁波障害が発生することの
ない近赤外線遮蔽フィルムを提供することができる。
　本発明の近赤外線遮蔽フィルムは、近赤外線の幅広い領域に亘って高度な遮蔽性を得る
ことができるため、建物または自動車の窓に積層して用いることで、太陽光の強い時期に
は熱線の入射による室内の温度上昇を抑え、他方太陽光が弱く暖房を使用する時期には室
内から屋外への熱の逃避を抑えることができる。そのため、エネルギーの利用効率を大幅
に向上させることができ、省エネルギーに役立たせることができる。
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